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○ 朝鮮戦争を引き起こしたのは誰か？ 
 忘れてはいけない。朝鮮戦争を引き起こした張本人は、北朝鮮の金日成である。 
 朝鮮半島は、第２次大戦末期に、対日参戦の目的で満州から朝鮮半島に入ったソ連赤軍

によって北半分を占領された。その急進撃に触発された米軍は、沖縄から軍を進め仁川に

上陸して朝鮮半島の南半分を占領した。 
 その後、１９４８年８月に米国の影響下で大韓民国（韓国）が建国されたのに対抗して、

同年９月、占領中のソ連赤軍の強い指導により、「傀儡国家」として朝鮮民主主義人民共和

国（北朝鮮）がつくられた。 
北朝鮮の憲法、立法・行政・司法制度、朝鮮労働党による一党独裁の政治制度、軍事機

構、治安機関などの国家機構は、すべてソ連体制の複製であり、朝鮮民主主義人民共和国

という国名もロシア語からの直訳であった。そしてソ連は、満州で抗日ゲリラ活動に従事

していたソ連赤軍大尉・金日成を北朝鮮の初代指導者に指名した。 
全朝鮮に施行されるべきとされた北朝鮮の１９４８年憲法(朝鮮民主主義人民共和国憲

法)は、南北朝鮮の統一を積極的に促進するという政治目標を掲げ、北朝鮮体制を南朝鮮に

拡大させる、いわゆる「赤化革命」を正当化するものであった。それが、「北朝鮮の野心的

な指導者」と見られていた金日成の企てによって、ソ連のスターリンと中国の毛沢東を動

かし、ソ中ともに冒険的な南進武力統一を承認したことから、１９５０年６月に始まり、

１９５３年７月に休戦となった朝鮮戦争へと突入したのであった。 
北朝鮮軍が３８度線を越えて仕掛けた戦争に対して、国連安保理は北朝鮮の行為を国連

憲章違反と非難し即時停戦を求めたが、事態が深刻化したため、米軍を主体とした国連軍

の創設が決議された。国連軍後方司令部（キャンプ座間、２００７年に横田飛行場へ移転）

が置かれた日本は、その活動を後方から支援した。なお、国連軍創設決議は、当時、国連

の中国代表権（安保理の議席）は中華民国政府（台湾）が有し、そのことに抗議してソ連

が安保理の採決をボイコットしたことによって成立したものであった。 
一方、戦後の復興期にあったソ連のスターリンは、米国との衝突が第３次大戦へと拡大

するのを極度に恐れ、武器の提供などの兵站支援と航空機の派遣に止めた。 
スターリンによってアジアの個別的問題に対する主導的役割を認められた中国は、その

まま放置すれば米国が隣人となりかねない朝鮮半島の地政学的重要性を深刻に受け止め、

核ミサイルは金王朝存続と南北統一の「最後の切札」 

金正恩は核ミサイル開発を放棄しない 
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中国人民義勇（志願）軍として約５００万人ともいわれる大兵団を参戦させた。 
北朝鮮をソ連と中国が支援し、韓国を米国と日本が支援した朝鮮戦争の対立構造は、今

日に至ってもそのまま続いており、周辺各国の戦略的利害が交錯する朝鮮半島の地政学的

宿命を反映しているとの見方が成り立とう。 
 
○ 北朝鮮の最高目標は金王朝の存続と南北統一 
 北朝鮮は、思想、政治、軍事、経済などすべての分野における社会主義的強国の建設を

基本政策として標榜している。また、金日成、金正日、金正恩と３代にわたって金一族の

世襲による権力移行体制が固定化されてきたことから、世襲制の専制君主国家、すなわち

金王朝の存続が最高の国家目標となっていることは疑う余地がない。 
一方、南北（祖国）統一は、北朝鮮にとっても、また韓国にとっても至上の政治目標と

なっており、民族共通の歴史的悲願といえよう。 
しかし、北朝鮮が武力統一を目指した朝鮮戦争は、半世紀以上にわたって同じ民族を分

断する悲劇を生み出した。そして、休戦状態とはいえ、現在も非武装地帯（DMZ）を挟ん

で、両軍併せて１５０万人ほどの地上軍が対峙する厳しい現実を突き付けており、南進武

力統一（暴力革命）や赤化革命を標榜し、力によってその実現を目指してきた北朝鮮の統

一戦略には、特段の注意を払わざるを得ない。 
北朝鮮の１９９８年憲法では、南北（祖国）統一について、以下のように記述されてい

る。まず、その「序文」では、 
 
   偉大な領袖金日成同志は、民族の太陽であり、祖国統一の救いの星である。金日成

同志は、国の統一を民族至上の課題としてかかげ、その実現のためにあらゆる労苦

と心血をすべて捧げた。金日成同志は、共和国を祖国統一の強力な堡塁として固め

る一方、祖国統一の根本原則と方途を提示し、祖国統一運動を全民族的な運動に発

展させて、全民族の団結した力で祖国統一偉業を成就するための道を開いた。 

 

また、「第１章政治」の第 9条では、 

   

朝鮮民主主義人民共和国は、北半部において人民政権を強化し、思想、技術、文化

の 3大革命を力強く繰り広げ、社会主義の完全な勝利を成し遂げ、自主、平和統一、

民族大団結の原則から祖国統一を実現するために戦う。 

 

このように、序文では、朝鮮戦争を引き起こした金日成を「祖国統一の救いの星」と奉

り、「祖国統一偉業を成就するための道を開いた」偉大な領袖として神格化している。また、

第 9 条では、「北半部において人民政権を強化し、･･･社会主義の完全な勝利を成し遂げ、

自主、平和統一、民族大団結の原則から祖国統一を実現するために戦う」として、北朝鮮
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を革命基地と位置付け、韓国を吸収統一する方針を堅持しており、現在でも北朝鮮の南北

統一戦略は、基本的に建国当初と何ら変わるところはない。 
つまり、北朝鮮の南北統一戦略の目標は、朝鮮半島全体に金王朝を拡大し、その支配を

永久化して絶対安定を実現するものと見ることができるのである。 
北朝鮮は、長年にわたって韓国に対して侵入、殺傷、破壊、瓦解工作を繰り広げてきた。

そして、陸海からのルートを使ってスパイを送り込み、韓国内に地下党組織を構築し、韓

国内の民衆革命の機運を醸成しつつ「決定的な時期」を待って蜂起の機会を窺ってきた。

その中で、特に学生、労働者、宗教界などサークル形態の小組織をターゲットに宣伝・煽

動活動を着実に拡大してきた。 
最近では、韓国海軍哨戒艦「天安」号撃沈事件（２０１０年３月）や延坪島（ヨン・ピ

ョンド）砲撃事件（２０１０年１１月）など、北朝鮮は北方限界線（NLL）を紛争地化し、

韓国を軍事的に圧迫するとともに、韓国内の思想対立を拡大させ、また、戦争の恐怖を呼

び起こして対南交渉を優位に導こうと画策してきた。 

また、金大中政権以降、「太陽政策」を利用した「わが民族同士」という戦略が提起され、

「南北和解」を演出することで米韓の対立を煽り、米軍撤退と有事における米軍介入の阻

止を狙った工作が展開された。 
顧みれば、北朝鮮は、韓国大統領官邸である青瓦台襲撃事件（１９６８年）、米国情報収

集艦プエブロ号拿捕事件（１９６８年）、朴正煕大統領襲撃事件（１９７４年）、アウンサ

ン廟爆破事件（１９８３年）、KAL 爆破事件（１９８７年）など、対南工作のために重大事

件を度々引き起こし、国際社会に大きな衝撃を与え、世界を震撼させた。 
日本関連では、対南工作の「側面部隊」と位置づけられる朝鮮総連を活用し、日本を経

由した工作戦術が駆使されてきた。特に、１９７０年代から１９８０年代にかけて北朝鮮

の工作員や「よど号グループ」などによって、多数の日本人が、日本から極秘裏に北朝鮮

に拉致され、いまだに拉致被害者の救出は果たされていない。 
 

○ 本当に危うい韓国の政治社会状況 
 ２０１２年の韓国大統領選挙では、右派・セリヌ党の朴槿恵（パク・クネ）氏の得票率

は５１.６％、金大中大統領による太陽政策（包容政策）を継承した盧武鉉前大統領の秘書

室長を務め、北朝鮮に対する融和政策を支持する左派・民主統合党の文在寅（ムン・ジェ

イン）氏は４８.０％であった。朴槿恵大統領の当選は僅差で、北勢力の浸透の深刻さを物

語る選挙結果であった。 

その朴槿恵大統領も、弾劾裁判の結果、２０１９年３月に失職した。その後の大統領選

挙では、前述の文在寅氏（「共に民主党」）が得票率４１.０８％を獲得し、旧与党「自由

韓国党」の洪準杓候補（同２４.３％）、中道野党「国民の党」の安哲秀候補（同２１.４１％）

を破って大統領選に勝利した。 

ロウソク・デモによって朴槿恵大統領を弾劾裁判に追い込んだ左派勢力は、その手法の
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成功体験に味をしめて、盛んにデモを繰り返している。 

一方、右派勢力は、朴槿恵大統領の罷免が妥当だとした憲法裁判所の判断を合憲だとは

認めず、大韓民国憲法精神で保障した「国民抵抗権」を根拠に、弾劾反対団体が集まった

「国民抵抗本部」を発足し、大統領弾劾棄却のための国民総決起運動として、同じく街頭

に出て気勢を上げている。（中央日報日本語版（2017 年 02 月 19 日 11 時 59 分）から要約

加筆） 
前２回の大統領選挙の結果などから見ても、韓国の世論は左右に分かれて大きく対立し、

一種の内乱状態に陥っていると言っても過言ではなく、北朝鮮の対南工作から見て、韓国

の政治社会状況は極めて危うい局面に立たされている。 

 

○ 北朝鮮にとって最大の障害は米国の存在 → 核ミサイルは「最後の切札」 
 韓国に親北・左派の政権が誕生した現在、北朝鮮の最高目標である金王朝の存続と南北

統一の最大の障害となるのは、米韓相互防衛条約に基づいて陸空軍を中心に約 1.7 万人の在

韓米軍を維持する米国の存在である。 
米国は、湾岸戦争（１９９１年）やコソボ紛争（１９９９年）において、通常戦力の優

越を存分に見せつけ、ロシアや中国などはその実力に驚嘆し、あるいは恐れ慄いたと伝え

られている。なかでも北朝鮮は、依然として大規模な軍事力を維持しているものの、旧ソ

連圏からの軍事援助の減少、経済の不調による国防支出の限界、韓国の防衛力の急速な近

代化といった要因によって、在韓米軍や韓国軍に対して通常戦力において著しく劣勢に陥

っているため、「従来の通常兵器を使った“戦場”でアメリカに直接対抗するのは不可能

だ」との教訓を得ていることは間違いない所であろう。 
このため、北朝鮮は、核兵器などの大量破壊兵器や弾道ミサイルの増強に集中的に取り

組むことにより劣勢を補おうとしている。 
逆に、通常戦力において圧倒的な優越性を保持している米国の立場から見れば、その優

越性が核の拡散を助長するジレンマを引き起こす要因となっている。すなわち、現状にお

いて、米国の圧倒的な通常戦力の優越に対抗できる国はなく、その反動で、米国の通常戦

力に対抗し、それを相殺する「最後の切札」としての核兵器の価値と有用性を高めてしま

った。そして、比較的安価かつ容易に開発でき、決定的な破壊（損害付与）力を持ち、政

治的恫喝手段としての役割も果たす核兵器の開発が促進され、米国の核戦力削減の方向に

逆らうかのように、さらなる核の拡散を引き起こすという負のスパイラルに陥っている。 

金正恩は、２０１３年の党中央委員会総会で父・金正日の「先軍政治」から転換して、

核武力建設と経済建設の「併進路線」を提案し、２０１６年５月はじめ、３５年ぶりの朝

鮮労働党大会（第７回）でも同路線の堅持を確認した。 
金正恩は、「わが民族の自主権と生存権を守るための唯一の方途は今後も、核戦力を質量

共により強化して力の均衡をとることである」と述べたが、これは、金王朝の存続には核

兵器が不可欠である、と宣言したことに等しい。 
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同時に、北朝鮮の GDP（約 400 億米ドル＝約 3 兆 9000 億円、韓国銀行等推計）は日本

の茨城県内総生産規模と見られ、その行き詰まった国家経済を立て直し、破綻国家や中国

の属国に陥らないためには、軍事予算の削減は避けて通れない。このため、その矛先は自

ずと大規模で、老朽化が著しい通常戦力の削減に向けられることになり、併せて国家運営

に及ぼす軍の影響力を極力低下させようというのが「併進路線」の狙いであろう。つまり、

北朝鮮は、国際社会からの非核化の要求を尻目に、今後一段と核兵器の地位と役割を押し

上げ、その建設と運用に大きく依存することは間違いない。 
北朝鮮は、核の力を背景に、ぎりぎりまで緊張を高めて相手に譲歩を迫る瀬戸際外交を

常とう手段としている。また、米国の圧倒的な通常戦力の優越に対しては、核による恫喝・

使用（エスカレーション）によって脅威を相殺するものと見られ、わが国の安全保障にと

っても「眼前の差し迫った脅威」、また中長期的な脅威として重大な影響を及ぼすことに

なる。 

 

○ 北朝鮮による核ミサイルの危機をいかに乗り越えるか？ 

北朝鮮は、２０１７年３月６日、４発の弾道ミサイルを同時に日本海に向けて発射し、

そのうちの３発は日本の排他的経済水域（EEZ）に落下した。翌７日の朝鮮労働党機関紙・

労働新聞は、発射を行った部隊について「有事の際には在日米軍基地を攻撃する任務を持

つ部隊」と説明し、日米同盟下の日本攻撃の可能性について初めて言及した。北朝鮮が、

日本を攻撃する「能力」のある弾道ミサイルを多数保有し、日本をターゲットとして使用

する「意思」を明示したことは、わが国安全保障上の死活的課題として再認識させ、核抑

止の強化のための国を挙げた総合的な対策の必要性と緊急性をいやが上にも高めることと

なった。 
北朝鮮は、スカッド ER（射程約 1000 ㎞）、ノドン（同約 1300 ㎞）、テポドン１（同

約 1500 ㎞）に新型ミサイル・ムスダン（約 2500～4000 ㎞）を加えた多種の中距離弾道ミ

サイルを開発し、日本から西太平洋・グアムまでの攻撃能力を強化している。 

米国防情報局（DIA）は、２０１７年７月、北朝鮮が弾道ミサイルに搭載可能な小型核弾

頭の生産に成功したとの機密分析をまとめた、と報じられている。弾道ミサイルの実戦配

備に必要な弾頭部の大気圏再突入技術を保有しているかどうかは不透明だが、多くの専門

家は来年末までにこの技術を獲得する可能性があるとみている。日本政府も北朝鮮の核兵

器について、１７年版防衛白書で「小型化・弾頭化の実現に至っている可能性が考えられ

る」と分析している。 

そこで、本論のまとめとして、米国、日米共同および日本独自の政策を「懲罰的抑止」

と「拒否的抑止」の観点から考察し、わが国の核抑止のあり方について述べることにする。 

（１）米国および日米共同の政策 



6 
 

わが国にとって最大の問題は、北朝鮮の核ミサイル開発によって、東アジアにおける米

国の「地域的核抑止」が無効化しているのではないか、との深刻な懸念が広がっているこ

とである。 

では、それを打ち消し、米国の核抑止の実効性を高めるにはどうしたらよいのか？ 

 わが国は、「非核３原則」によって米国が保有する抑止機能をいたずらに縛っており、

安全保障上の大きな損失となっている。わが国および周辺地域における核抑止を確保する

には、米空母や潜水艦、あるいは戦略爆撃機の運用上の要求による核の持ち込みを認めな

ければならない。また、情勢緊迫時には、目に見える形で、戦域レベルのパーシング・ミ

サイルシステムの日本配備を求めることによって抑止効果も格段に高まろう。 

つまり、「非核３原則」のうち「持ち込ませず」を廃止して「非核２原則」にするか、

その見直しが不可能ならば、有事（情勢緊迫時）を例外として、核の持ち込みを可能にす

る政策の柔軟な運用が欠かせない。 

 日米両政府は、２０１５年４月に新「日米防衛協力のための指針」（ガイドライン）を了

承した。その中で、平時から緊急事態までのあらゆる段階における自衛隊・米軍の活動に

関連した協議・調整のための「同盟調整メカニズム」の設置などに合意し、１１月初めか

ら運用を開始した。今後、同メカニズムにおいて「核抑止の強化」を協議の主要テーマと

して取り上げ、共同核抑止戦略を構築するとともに、統合幕僚監部と太平洋軍司令部の間

で組織される「共同運用調整所」などを常設して、共同の情報収集、警戒監視および偵察

（ISR）活動を継続し、弾道ミサイル発射などの情勢変化に即応できる態勢を確立すること

が必要である。 
米国は、航空自衛隊車力分屯基地（青森県）および米軍経ヶ岬通信所（京都府）に最新

型ミサイル防衛用「Ｘバンド・レーダー」を配備している。また、米軍のペトリオット PAC-3
が嘉手納飛行場と嘉手納弾薬庫地区に配備されている。 

わが国にこの種の BMD 施設やシステムを配備することは、日本のみならず周辺地域の核

抑止・対処体制の強化に資するものである。併せて、いわゆる「トリップ・ワイヤー」と

して米国の拡大抑止の信頼性・信憑性を高める上でも有効であり、今後、このような施策

の積極的な拡大が望まれる。 

（２）日本独自の政策 

現在、わが国の拒否的抑止力としては、イージス艦とペトリオット PAC-3 があるが、そ

の能力は質量ともに限られている。また、国家機能や重要インフラ、国民や産業基盤を防

護・維持する「損害限定戦略」の一環としての国土強靭化が進んでいない。一方で、報復

的抑止力は、米国の力に全面的に依存しており、わが国の核抑止は極めてバランスを欠い

た不十分な態勢にあると言わざるを得ない。 

核の脅威を抑止するには、基本的に核に頼るしかない。その厳しい現実の中で、わが国

が自ら報復的抑止力としての核開発に踏み出せば、米国や周辺諸国をはじめとする国際社

会の複雑な反応を引き起こすとともに、国論の分裂を見るのは火を見るよりも明らかであ
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る。わが国の核政策は、軍事戦略上の合理性・妥当性を越えて、政治外交上の実現の困難

さが重く圧し掛かかり、結論の見えない論争に巻き込まれること必定である。 

他方、限定的ながら、通常戦力である自衛隊の統合力をもって報復的抑止力を創出する

ことが可能である。つまり、国際法上認められた主権国家の当然の権利としての「自衛権」

の範囲で、自衛隊に北朝鮮や中国のミサイル基地を叩く敵基地攻撃の任務権限と地中貫通

型ミサイル、ステルス・無人対地攻撃機、特殊作戦部隊などの能力を政治決断によって付

与すればよいのである。 

さらに、地域的抑止の限界を認識する米国が同盟国・友好国に求めているように、拒否

的抑止力を可能な限り自力で賄う努力が不可欠である。 

昭和５０年代に「日本防衛ハリネズミ論」が提唱されたことがあるが、その現代版は、

さしずめ「日本列島電子戦バリアー構想」であろう。 

喫緊の課題は、北朝鮮（そして中国）の弾道ミサイルによる飽和攻撃であるので、日本

の全領域を覆うように電子戦バリアーを張り巡らせて、北朝鮮の核ミサイルの能力を可能

な限り無効化あるいは盲目化することである。わが国には優れた電子戦の技術・能力があ

り、その装備化を可能とする小型高出力電源の技術も保有している。 
つまり、拒否的抑止力の実効性を高めるためには、「日本列島電子戦バリアー」の展開

を基盤として、既存のMDに加え、イージス・アショア（イージス艦MDシステムの地上配

備型）や電子戦・サイバー攻撃、電磁砲・電磁波弾、さらにはレーザやレールガン等によ

る新たな弾道ミサイル防衛（BMD）システムを導入し、多重多層のBMDシステムを構築し

て質量両面からわが国のBMD能力を強化しなければならない。 

あわせて、核弾頭の運搬手段には、弾道ミサイルのみならず、巡航ミサイルや有人・無

人の航空機などが使用されるため、航空を対象とする防空と巡航・弾道ミサイル防衛を一

体化した統合防空・ミサイル防衛（IAMD）システムの開発が待たれる。 

また、核攻撃に対する自衛隊の施設、装備、C4ISR および部隊行動時の強靭性・抗堪性

の強化には、格別の対策を施さなければならない。同時に、わが国の国家機能、重要イン

フラや産業基盤の維持ならびに国民生活保護のための民間防衛（国民保護）の強化は不可

欠であり、そのため、地下シェルターなどの避難用施設・場所、食料・水・医薬品等の生

活必需品、輸送交通の確保などの対策を講じることも大きな課題である。 

国土強靭化は、災害対策のみならず、安全保障・防衛上の「損害限定戦略」と一体化し

た総合的な国家施策として強力に推進することが重要である。 

わが国は、世界で唯一の被爆国であり、そのために、他のどの国よりも自国の核抑止に

真剣に取り組むことを当然の責務として、何としても北朝鮮による核ミサイルの危機を乗

り越えなければならない。 

 

（※本稿は、2017.8.28 付の JBPRESS に掲載された筆者記事を、許可を得て転載したもの

である。） 


